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（別紙） 
検証結果案 意見 

 【はじめに】 
■競争セーフガード制度の目的は、「公正競争要件の有効性を定期的に

検証すること」とされていますが、本来「セーフガード」は問題を未

然に防ぐための安全装置・保護装置です。昨年度に引き続き、本年度

の検証において、所要の措置を要請するに至らず「注視する」とされ

た事項がありますが、「注視する」のみでは既に発生している問題の

悪化を招きかねません。したがって、昨年度から懸念事項が継続され

ている場合には、より踏み込んだ検証を行い、問題がある事項につい

て、ＮＴＴ東・西に公正性担保のための措置等を講じさせることが必

要です。 
 
■また、行政指導を踏まえて講じられたＮＴＴ東・西による措置につい

ては、単にＮＴＴ東・西からの報告が行われたのみであり、当該措置

が適切にとられたかどうか、検証が行われていない状況です。そのた

め、本年度の検証においても、昨年と同様の懸念事項が多く指摘され

ており、事態は依然として改善されていません。競争セーフガード制

度の実効性を担保するためには、ＮＴＴ東・西による自己申告に頼る

だけでなく、ＮＴＴ東・西が公正競争を担保するために必要な措置を

適切にとり、正しく運用されているかを、客観的に検証できる仕組み

が必要です。 
 
■現行制度の枠組みでは、ＮＴＴグループの市場支配力を排除すること

に限界があるため、現行の公正競争ルールそのものを見直し、抜本的

な措置に向けた議論を早急に開始すべきです。ボトルネック設備に起

因するアクセス回線の公正競争上の問題、持株体制を基盤としたグル

ープドミナンスの問題を抜本的に解決しないまま、ＮＴＴ東・西の事

業領域の拡大（ＩＳＰ事業）やＮＴＴグループ内連携（ＦＭＣ、放送

等のサービス）を容認すべきではないと考えます。 
(1) 第一種指定電

気通信設備に

関する検証 

ア  指定要件に関

する検証 
（ア） 指定しない設備を具体的に列挙する方式（ネガティブリスト方式）

を採用すべきか、端末系伝送路設備の種別（メタル・光）を区別せず

に指定すべきか、ＣＡＴＶ回線のうち電気通信事業に用いられない回

線等をボトルネック性の判断に含めるべきかという論点について 
■「昨年度の検証過程においても示されたものであり、今回の検証にお

いて、これらの意見に対する考え方を変更すべき特段の事情は認めら

れないことから、昨年度の検証過程で示した考え方を踏襲し、指定要
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件に係る現行制度の枠組み及び運用は、引き続き維持することが適当

である」とする検証結果は適当であると考えます。 
イ  指定の対象に

関する検証 
（ア） 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「Ｎ

ＴＴ東西」という。）の次世代ネットワーク（以下「ＮＧＮ」という。）、

地域ＩＰ網及びひかり電話網等を指定の対象から除外すべきかとい

う論点について 
■「これらの論点に係る設備については、０８年３月のＮＧＮ答申にお

いて、指定の対象とすることが必要との考え方が示されたところであ

るが、今回の検証時点では、特段の状況の変化はないことから、その

考え方を踏襲し、引き続き指定の対象とすることが適当である」とす

る検証結果は適当であると考えます。 

（イ） イーサネット等のデータ通信網、加入者光ファイバ、局内装置類

及び局内光ファイバについて第一種指定電気通信設備の対象から除

外すべきかという論点について 
■「昨年度の検証過程においても示されたものであり、今回の検証にお

いて、これらの意見に対する考え方を変更すべき特段の事情は認めら

れないことから、昨年度の検証過程で示した考え方を踏襲し、引き続

き指定の対象とすることが適当である」とする検証結果は適当である

と考えます。 

（ウ） 屋内配線を第一種指定電気通信設備に指定すべきという論点につ

いて 
■屋内光ファイバの転用については、ビジネスベースの協議となるた

め、提供範囲の同等性や、料金の算定根拠が不明である等、ＮＴＴ東・

西自身と競争事業者との公正競争条件の確保に限界があると考えま

す。 
したがって、ＮＴＴ東・西の屋内配線については第一種指定電気通信

設備として指定し、屋内配線の転用・使用及び工事等について、ルー

ル化に向けた議論を行うことが必要と考えます。 
ウ  アンバンドル

機能の対象に

関する検証 

（ア） ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網に係る機能をアンバンドル

機能の対象とすべきかという論点について 
■ＮＧＮ答申で整理されたとおり、引き続きアンバンドル機能の対象と

する検証結果は適当であると考えます。 
ただし、ＦＴＴＨ市場は、依然としてＮＴＴ東・西と他の事業者は対

等には競争できない市場環境にあり、ＮＴＴ東・西のシェア拡大に歯

止めがかからない状況です（＊）。最早「ＦＴＴＨ市場における事業
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者間の進展状況を注視する」段階ではなく、総務省は、早急にＦＴＴ

Ｈ市場を活性化させるために、分岐端末回線単位での加入ダークファ

イバの接続料の設定等、必要な措置を講じるべきであると考えます。

（＊）電気通信事業分野の競争状況に関するデータによると、２００

８年６月、ＦＴＴＨ契約数が１３００万を超え、ＤＳＬ契約数を

初めて上回ったが、契約数の伸び率で見ると、２００５年６月（前

期比１７．８％増）から２００８年９月現在（前期比５．２％増）

まで鈍化傾向が続いている。 
    一方、同期間におけるＮＴＴ東・西のＦＴＴＨ契約数シェア

は、 ５８．３％（２００５年６月）から７３．４％（２００８

年９月）へと拡大を続けており、競争事業者のシェアも４１．７％

から２６．６％へと減少している。このように、ＦＴＴＨ契約数

全体の伸びは鈍化する一方、ＮＴＴ東・西のシェアは依然として

上昇を続けており、競争が機能していないことにより市場の活性

化が停滞している。 
(3) 指定電気通信

設備制度に係

る禁止行為規

制等 

ア  ＮＴＴ及びＮ

ＴＴ東・西に所

要の措置を要

請する事項 

（ア） ＮＴＴ東西の１１６窓口及びウェブサイトにおいて、利用者が加

入電話移転転居の手続を行う際にフレッツ光サービスの営業活動が

行われており、累次の競争ルールに反しているとの指摘について 
■ＮＴＴ東・西の加入電話の顧客情報をフレッツサービスの営業活動に

利用することが禁止されているものの、その後もフレッツサービス受

付センターと１１６窓口は一体で運用されている実態が伺えます。 
実効性を確保するため具体的にどのような措置が講じられたのか、実

態の内部検証を通じた正確な把握が早急に必要です。競争事業者の直

収サービスユーザの引越しや故障対応等の業務を通じて知り得た顧

客情報をもとに、ＮＴＴ東・西が営業活動をしていないか、併せて検

証することが必要と考えます。 
１１６窓口等を通じた競争阻害的なフレッツ光等の営業活動が行わ

れているようであれば、営業面でのファイアーウォールを確保するた

め、窓口の所在地及び対応者を物理的に分離する等の抜本的措置が講

じられるべきと考えます。 
＜事例＞ 
①引越し等に伴いお客様が「１１６」へ連絡する場合 

・マンションへの引越しの際、当社ひかり one サービスの利用を仮

申込みいただいたお客様に対し、当社から後日連絡をしたところ、

番号ポータ手続きの際にＮＴＴ「１１６」が（「引越し先では、既

にＢフレッツが入っている」等の）Ｂフレッツ解約阻止またはＢフ

レッツ勧誘等を展開していたため、お客様が当社への申込みを取り
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下げられた等、複数の事例あり。 
②ＮＴＴ東日本をはじめＮＴＴグループ各社が出資するテルウェル東

日本の組織では、「ＮＴＴフロント営業事業本部」の中に、Ｂフレッ

ツ等の営業を行う「営業推進部」と、１１６センタ運営を行う「１１

６事業部」が設置されている。「営業面のファイアーウォール」が有

効に機能していない恐れもあるため、人員的・物理的に分離されてい

るかどうか等、より踏み込んだ検証を行うことが必要。 
【②は別冊：資料１を参照】 

（イ） ＮＴＴ東日本の「フレッツ・テレビ」サービスは、放送事業への

参入が認められていないＮＴＴ東日本の実質的な放送事業への参入

であるとの指摘について 
■「フレッツ・テレビ」において、本来、アクセスサービスのみ提供す

る立場にあるＮＴＴ東・西が、前面に出てコンテンツサービスを提供

しているように見せる営業手法は、ＮＴＴブランドを利用したグルー

プ市場支配力の濫用であり、このようなグループ一体営業は、公正競

争上問題です。 
特にＮＴＴ東・西は本体で放送サービスを提供することを禁じられて

いることに鑑みれば、ＮＴＴ東・西のフレッツ経由で提供される地上

デジタル放送等の放送サービスは、提供主体である子会社・関連会社

等が自ら宣伝・広告、営業活動を行うべきであり、ＮＴＴ東・西が前

面に出る形でフレッツサービスの販売戦略の中で放送を訴求すべき

ではありません。ＮＴＴ東・西が提供主体であるかのような宣伝広告

が、様々な広告媒体で展開されているため、正確な提供主体の明示等、

早急に広告手法の適正化を行うことが必要と考えます。 
＜事例＞ 
①「ＮＴＴ東日本」が提供主体であるかのような「フレッツ・テレビ」

のタクシー・ラッピング広告【別冊：資料２を参照】 
②家電量販店における「フレッツ・テレビ」の一般ユーザ向けパンフレ

ット（「サービス提供事業者」及びパンフレットの発行元は「東日本

電信電話会社」と明記されている）等【別冊：資料３を参照】 

（ウ） ＮＴＴ東西の県域等子会社（１００％子会社）はＮＴＴ東西と実

質的に一体であるとみなし、禁止行為規制を適用すべきとの指摘につ

いて 
■行政指導を踏まえて講じられたＮＴＴ東・西による措置は、単にＮＴ

Ｔ東・西からの報告が行われたのみであり、当該措置が適切にとられ
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たかどうか、検証が行われていない状況です。そのため、本年度にお

いても、子会社を通じたグループ各社との脱法的な連携事例が指摘さ

れており、事態は依然として改善されていません。 
ＮＴＴ東・西の営業活動を受託している県域等子会社は、実質的にＮ

ＴＴ東・西本体と同一であるとみなせます。ＮＴＴの分離・分割等の

構造的措置や活用業務に対する公正競争条件担保のため、県域等子会

社をＮＴＴ東・西本体と同一とみなし、県域等子会社を禁止行為規制、

特定関係事業者等の競争ルールの適用対象範囲に加えることが適当

と考えます。 
なお、電気通信事業の一層の発展と電気通信利用者の利便の増進をは

かるなど、我が国経済社会の発展に寄与することを目的として認可さ

れた財団法人（日本電信電話ユーザ協会）の全国都道府県の各支部や

各地区協会の事務局が、県域等子会社のビル内に設置されており、ま

た、それらの事務局が、商工会議所や地場企業等の会員向けに、ＮＴ

Ｔグループ各社社員が講師となった「ブロードバンドセミナー」・講

演会等を開催しているケースや、会員特典としてＮＴＴグループ各社

の商品・サービスについて割引サービスを取り次いでいる等のケース

が見受けられます。このように全国都道府県の各支部や各地区協会の

事務局が、ＮＴＴグループ各社の営業拠点となっていることにより、

県域等子会社をはじめ、ＮＴＴグループ各社間での内部相互補助、情

報共有及び共同営業が行われている懸念があることから、このような

事例についてもより踏み込んだ検証を行うことが必要と考えます。

【別冊：資料４参照】 
＜事例＞ 
①日本電信電話ユーザ協会では、主な会員特典として、「ＮＴＴグルー

プ会社が提供しているサービス・商品の一部」を「会員向けに特別価

格で提供」。例えば、ＮＴＴドコモの携帯電話料金の大幅な割引、Ｂ

フレッツ等の（奨励金制度による）割引、電話帳／i タウンページ広

告料の割引、ぷらら（B フレッツ対応コース等）入会初期費用の割引

等があり、ＮＴＴグループ各社間の内部相互補助等が懸念される。 
②日本電信電話ユーザ協会では、定期的にイベントが開催され、ＮＴＴ

グループ各社が同社のサービスを訴求しており、財団の活動内容がＮ

ＴＴの受注につながっている可能性もある。これは実質的な共同営業

とも考えられる。 
イ  引き続き注視

する事項 
（ア） ＮＴＴ東西が接続の業務に関して知り得た情報を自社の営業に利

用しているという指摘について 
■行政指導を踏まえて講じられたＮＴＴ東・西による措置は、単にＮＴ
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Ｔ東・西からの報告が行われたのみであり、当該措置が適切にとられ

たかどうか、検証が行われていない状況です。昨年度に引き続き同様

の事例が指摘されており、「引き続き注視する」では不十分であると

考えます。公正性担保のため、具体的にどのような措置を講じている

かＮＴＴ東・西に実施状況を報告させ、それに関し他社の意見を聞い

た上で、改めて公正性が担保されているのか客観的な検証を行うこと

が必要です。問題がある事項については、ＮＴＴ東・西に必要な追加

的措置等を講じさせ、実施状況を報告させるとともに、事後検証も併

せて徹底すべきと考えます。 

（イ） ドコモショップにおいて、ＮＴＴグループ他社商品の取扱いを禁

止する措置が必要との指摘について 
■公社時代に構築したボトルネック設備を保有するＮＴＴ東・西が、Ｎ

ＴＴドコモやグループ内のＭＶＮＯ事業者と連携するＦＭＣは、事業

者間のサービス共有化が図られ、ブランド力を含めＮＴＴグループの

総合的な市場支配力がさらに発揮されるおそれがあることから、公正

競争上大いに問題であり、認めるべきでないと考えます。 
ＮＴＴ東・西が不当な優遇等をしていないことを第三者が内部から検

証するための検証体制の構築等の措置が講じられない限り、ＮＴＴド

コモショップ（販売代理店）等における携帯電話端末とＮＴＴ東・西

のフレッツのセット販売を禁止すべきです。 

（ウ） ＮＴＴ東西又はＮＴＴドコモによるＦＭＣサービスの提供が自己

の関連事業者と一体となった排他的な業務等に当たるとの指摘につ

いて 
■＜上記（イ）の意見に同じ＞ 

（エ） 家電量販店で、ＮＴＴ東西がＯＣＮを優先的に取り扱っているお

それがあるとの指摘、ＯＣＮwith フレッツとＮＴＴドコモの携帯電

話の同時加入に対する高額ポイントの付与は、関連事業者のサービス

を排他的に組み合わせた割引サービスの提供に相当するとの指摘に

ついて 
■再編成に関する基本方針においてＮＴＴ東・西とＮＴＴコミュニケー

ションズの共同営業は禁止されているにも関わらず、販売代理店自ら

の営業戦略に基づいたものであるとして、実態としてＮＴＴ東・西と

ＮＴＴコミュニケーションズの共同営業となる活動が現在も行われ

ています。 
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例えば、家電量販店において、ＮＴＴ西日本が設置した専用ブースに

て、ＮＴＴ西日本から派遣された販売員がＯＣＮwith フレッツ等を

実質的に販売している等、複数の事例が指摘されています。 
本年度も上記のような事例が指摘されており、「引き続き注視する」

では不十分であると考えます。行政指導を踏まえて講じられたＮＴＴ

東・西による措置は、単にＮＴＴ東・西からの報告が行われたのみで

あり、当該措置が適切にとられたかどうか、検証が行われていない状

況です。公正性担保のため、具体的にどのような措置を講じているか

ＮＴＴ東・西に実施状況を報告させ、それに関し他社の意見を聞いた

上で、改めて公正性が担保されているのか客観的な検証を行うことが

必要です。問題がある事項については、ＮＴＴ東・西に必要な追加的

措置等を講じさせ、実施状況を報告させるとともに、事後検証も併せ

て徹底すべきと考えます。 

（オ） ＮＴＴファイナンスによるＮＴＴグループカードの「おまとめキ

ャッシュバックコース」（以下「特典」という。）が、ＮＴＴファイナ

ンスを介したグループ各社の優先的取扱いに該当するとの指摘につ

いて 
■昨年度に引き続き同様の事例が指摘されており、「引き続き注視する」

では不十分であると考えます。 
ＮＴＴ持株会社の傘下にあるＮＴＴファイナンスが、公社時代に構築

したボトルネック設備を保有するＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモ等、Ｎ

ＴＴグループ各社の実質的なセット割引を実施することは、実効上排

他性があり、競争を排除するものと考えます。公正性担保のため、具

体的にどのような措置を講じているかＮＴＴ東・西に実施状況を報告

させ、それに関し他社の意見を聞いた上で、改めて公正性が担保され

ているのか客観的な検証を行うことが必要です。問題がある事項につ

いては、ＮＴＴ東・西に必要な追加的措置等を講じさせ、実施状況を

報告させるとともに、事後検証も併せて徹底すべきと考えます。 
 

（カ） ドライカッパの新規工事と解除工事における工事設定可能日につ

いて公平性を確保すべきとの指摘について 
■引き続き同様の事例が発生した場合には、ＮＴＴ東・西が差別的な取

扱いをしていないことを第三者が内部から検証するための検証体制

の構築等の措置を講じることが必要と考えます。 

（キ） ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモの通信レイヤーにおける市場支配力
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がグループの連携等を活用して上位レイヤーへ不当に行使されてい

ないか適時検証すべきとの指摘について 
■公社時代に構築したボトルネック設備を保有するＮＴＴ東・西が展開

するサービスについては、上位レイヤーに対して、レバレッジを行使

することによって市場を歪め公正競争上の問題を生じていないか、改

めて検証すべきと考えます。 

（ク） ＮＴＴ西日本のフレッツ光のウェブサイトには、電話番号から住

宅の種別を判別してサービスを案内する機能があり、また、電話帳等

で公表していないにもかかわらずＮＴＴ西日本の販売代理店からフ

レッツ光の電話勧誘やＤＭの送付が行われていることから、ＮＴＴ西

日本が加入電話の顧客情報を利用して営業活動を行っているおそれ

があるとの指摘について 
■昨年度に引き続き同様の事例が指摘されており、「引き続き注視する」

では不十分であると考えます。 
ＮＴＴ東・西が加入電話の顧客情報をフレッツサービス等の営業に活

用することのないよう、顧客情報管理体制（運用）の検証を可能とす

るための仕組み（第三者による内部からの検証体制の構築）等の措置

をＮＴＴ東・西に講じるべきと考えます。 

（ケ） ＩＰｖ６マルチプレフィクス問題解消のためのＮＴＴ東西とＩＳ

Ｐとの間で行われている協議が公正競争上の問題が生じる結論とな

らないよう注視が必要との意見について 
■ボトルネック設備に起因する市場支配力を有するＮＴＴ東・西自身が

ＩＳＰ事業を営むのであれば、もはや活用業務の問題ではなく、ＮＴ

Ｔの在り方そのものの問題であるため、本件については速やかにＮＴ

Ｔの組織問題と併せて議論されるべきと考えます。 

（コ） ＮＴＴグループの実質的な一体経営を防止する観点から、ＮＴＴ

グループ会社間の役員等の人事異動を禁止する等の追加措置が必要

との指摘について 
■ＮＴＴ東・西は会社間人事異動時には役員を含めた全従業員を対象と

して退任・退職（転籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する誓約書

の提出を義務付けるなどの取組を実施しているとしていますが、役員

兼任、在籍出向が明確に法律上禁止されているのは、ＮＴＴ東・西と

ＮＴＴコミュニケーションズ間のみであり不十分であると考えます。

違反した際の罰則等も規定されておらず、役員兼任の禁止等がどの程
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度履行されているのか外部からは判断できない状況です。 
競争の領域が、移動体・映像・ソリューション領域等へ拡大すること

に伴い、ＮＴＴグループ連携が益々強化されています。このため、Ｎ

ＴＴグループの共同的・一体的な市場支配力の濫用を防止する観点か

ら、まずは役員兼任等によるＮＴＴグループ一体経営を防止するた

め、特定関係事業者としてＮＴＴドコモ・ＮＴＴデータ・ＮＴＴ－Ｍ

Ｅ等を指定することが必要と考えます。 

（サ） ＮＴＴグループの法人営業の集約により、ＮＴＴ東西とＮＴＴコ

ミュニケーションズが共同で営業活動を行っているように見えると

いう等の指摘について 
■昨年度に引き続き同様の事例が指摘されており、「引き続き注視する」

では不十分であると考えます。 
ＮＴＴコミュニケーションズに提供された法人顧客の情報は、当社等

他の電気通信事業者には提供されていません。「ＮＴＴの承継に関す

る基本方針」における「地域会社と長距離会社との間で提供される顧

客情報その他の情報は、他の電気通信事業者との間の者と同一とする

こと」との条件に反しており、既に公正競争を阻害していると考えま

す。公正性担保のため、具体的にどのような措置を講じているかＮＴ

Ｔ東・西に実施状況を報告させ、それに関し他社の意見を聞いた上で、

改めて公正性が担保されているのか客観的な検証を行うことが必要

です。問題がある事項については、ＮＴＴ東・西に必要な追加的措置

等を講じさせ、実施状況を報告させるとともに、事後検証も併せて徹

底すべきと考えます。 
なお、電気通信事業の一層の発展と電気通信利用者の利便の増進をは

かるなど、我が国経済社会の発展に寄与することを目的として認可さ

れた財団法人（日本電信電話ユーザ協会）の全国都道府県の各支部や

各地区協会の事務局が、県域等子会社のビル内に設置されており、ま

た、それらの事務局が、商工会議所や地場企業等の会員向けに、ＮＴ

Ｔグループ各社社員が講師となった「ブロードバンドセミナー」・講

演会等を開催しているケースや、会員特典としてＮＴＴグループ各社

の商品・サービスについて割引サービスを取り次いでいる等のケース

が見受けられます。このように全国都道府県の各支部や各地区協会の

事務局が、ＮＴＴグループ各社の営業拠点となっていることにより、

県域等子会社をはじめ、ＮＴＴグループ各社間での内部相互補助、情

報共有及び共同営業が行われている懸念があることから、このような

事例についてもより踏み込んだ検証を行うことが必要と考えます。
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【別冊：資料４参照】 
＜事例＞ 
①日本電信電話ユーザ協会では、主な会員特典として、「ＮＴＴグルー

プ会社が提供しているサービス・商品の一部」を「会員向けに特別価

格で提供」。例えば、ＮＴＴドコモの携帯電話料金の大幅な割引、Ｂ

フレッツ等の（奨励金制度による）割引、電話帳／i タウンページ広

告料の割引、ぷらら（B フレッツ対応コース等）入会初期費用の割引

等があり、ＮＴＴグループ各社間の内部相互補助等が懸念される。 
②日本電信電話ユーザ協会では、定期的にイベントが開催され、ＮＴＴ

グループ各社が同社のサービスを訴求しており、財団の活動内容がＮ

ＴＴの受注につながっている可能性もある。これは実質的な共同営業

とも考えられる。 

（シ） ＮＧＮに係る活用業務が認可されたことにより、ＮＴＴ東西の業

務範囲が拡大し、ＮＴＴ東西の一体化が進行しており、公正競争環境

確保の観点からは、現状の措置のみでは不十分ではないかとの指摘に

ついて 
■活用業務でのＮＴＴ東・西の事業領域拡大、中期経営戦略に見られる

グループ連携強化等により、構造的措置（ＮＴＴドコモ分離、ＮＴＴ

再編成）の趣旨が形骸化していると考えます。ボトルネック設備とＮ

ＴＴグループの市場支配力の問題が解決されないまま、これまでに活

用業務が認可されてきたこと自体が問題と考えます。 
今回も上記問題を解決しないまま、ＮＴＴ東・西の事業領域拡大につ

ながるＮＧＮを利用した活用業務を認可したことは適切ではなく、公

正競争の確保のためのルール整備を速やかに講じるべきと考えます。

（ス） ＮＴＴ東西の加入電話の移行をてこにしたひかり電話の営業行為

は、公正競争上問題であるとの指摘について 
■検証結果（案）に示されているとおり、「加入電話からＮＴＴ西日本

のひかり電話への移行が公的施策であるかのような誤解を招きかね

ない広告物」の配布や、ジュピターテレコムが指摘しているとおり、

「『地デジ対策』を前面に押し出し、ＮＴＴ東日本のロゴを冠した広

告をテレビ、鉄道、新聞等で広範囲かつ大々的に展開」するといった

広告手法は、公社時代から認知されてきたＮＴＴのブランド力を活用

したものであり、事業者間の公正競争上の問題を招く可能性もあるた

め、これらの宣伝・広告手法は一切禁止されるべきであり、訂正広告

等、適正化のために必要な措置を早急に講じるべきと考えます。 
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ウ その他の事項 （ア） ＮＴＴ東西がフレッツ光の単独設置を条件として棟内光ファイバ

を無償で提供する営業活動は、公正競争の排除につながるため問題と

の指摘について 
■屋内光ファイバの転用については、ビジネスベースの協議となるた

め、提供範囲の同等性や、料金の算定根拠が不明である等、ＮＴＴ東・

西自身と競争事業者との公正競争条件の確保に限界があると考えま

す。 
したがって、ＮＴＴ東・西の屋内配線については第一種指定電気通信

設備として指定し、屋内配線の転用・使用及び工事等について、ルー

ル化に向けた議論を行うことが必要と考えます。 
 

（イ） ＮＴＴドコモ等をＮＴＴ東西の特定関係事業者に追加すべきとい

う指摘について 
■競争の領域が、移動体・映像・ソリューション領域等へ拡大すること

に伴い、ＮＴＴグループ連携が益々強化されています。このため、Ｎ

ＴＴグループの共同的・一体的な市場支配力の濫用を防止する観点か

ら、まずは役員兼任等によるＮＴＴグループ一体経営を防止するた

め、特定関係事業者としてＮＴＴドコモ・ＮＴＴデータ・ＮＴＴ－Ｍ

Ｅ等を指定することが必要と考えます。 
その他 ■公衆電話の利用者の便益増進を図ること、国民生活の充実に資すると

ともに電信電話事業の発展に寄与することなどを目的に、公益法人と

して認可された財団法人（日本公衆電話会）が、実質的に特定事業者

（ＮＴＴ東・西）の競争サービス（フレッツ光等）の営業活動を行っ

ている事例が見受けられます。 
ユニバーサルサービスとして基金補助を受けている公衆電話事業か

らフレッツ光等への内部相互補助等が行われていることの懸念もあ

るため、より踏み込んだ検証を行い、実態を把握することが必要と考

えます。【別冊：資料５参照】 
 
                               

＜事例＞ 
①主な会員特典には、「会員に有効な新しいメディア情報の提供」とし

て「ＮＴＴからの新サービスのご紹介」や、「その他のメリット」と

して「ＢフレッツやＡＤＳＬなどインターネットサービスのお得な販

売取次ぎ」があるとされている。 
②会費は、「ＮＴＴから支払われる公衆電話受託手数料と相殺していた

だくこととなっています」とされている。 

（ユニバ料）→ ＮＴＴ東・西 会員 財団法人 →（公衆電話委託料）→ →（会費）→ →（ＮＴＴ東・西のフレッツ光等の販売） 



 12

③「Ｂフレッツ・ＡＤＳＬ情報取次において顕著な成果を収められた」

会員、また、「Ｂフレッツ契約の増進につながるラック設置取次に貢

献された」会員に対し、会長表彰が行われている。 

 



＜別冊＞
競争 ガ 制度 基づく検証結果案 年度競争セーフガード制度に基づく検証結果案（2008年度）

に対する当社意見

＊文中では敬称を省略しております。

２００９年１月３０日

ＫＤＤＩ株式会社

0



資料１：テルウェル東日本㈱（１／２）

項目 内容

設立 平成13年4月2日
（昭和27年2月設立の財団法人 電気通信共済会より収益事業を継承し、株式会社
として設立）

事業内容 1 建物等の清掃、警備・受付・案内等総合管理に関する業務
2 事務用什器・オフィス用品等の販売
3 一般労働者派遣及び特定労働者派遣事業
4 介護保険等に基づく居宅介護支援事業・訪問介護事業等
5 不動産の分譲・売買・賃貸借等及び土地・建物の維持管理等業務5 不動産の分譲 売買 賃貸借等及び土地 建物の維持管理等業務
6 貨物運送取扱業務
7 情報通信システム等に関する工事・保守・維持管理等業務
8 各種通信機器に関する販売・工事・保守・維持管理等業務
9 各種電気通信設備等に関する工事・保守・維持管理等業務
10 電報受付及び配達業務
11 公衆電話ボックスの清掃・設置・料金収集及び電柱広告関連業務
12 ＮＴＴグループ会社等の福利厚生施設に関する業務
13 前各号に付帯関連する一切の業務

代表取締役社長 笹倉 信行

株主構成 東日本電信電話株式会社株主構成 東日本電信電話株式会社
エヌ・ティ・ティ コミュニケーションズ株式会社
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

売上高 818億円 *平成19年度

従業員数 11,800名 *平成20年4月1日現在 組織、事業概要等については次頁参照

＊テルウェル東日本ＨＰを基に当社で作成。 （下線部は当社で追記）

1



資料１：テルウェル東日本㈱（２／２）

組織図（一部抜粋）

首都圏南支店

首都圏東支店

首都圏北支店

営業本部

ＮＴＴ東日本営業部

ＮＴＴ持株営業部

＜オフィスソリューション事業分野＞

ＮＴＴコミュニケーション営業部

ＮＴＴドコモ営業部

Ｒ＆Ｄサービス営業部

ＮＴＴデータ営業部

■業務推進担当

運営状況の把握・分析、販売強化・サービ

Ｒ＆Ｄサービス営業部

オフィスソリューション営業部

メディカルサービス営業部

アウトソーシングビジネス本部

＜アウトソーシングビジネス事業分野＞

商品・サービス案内 事業概要

運営状況 把握 分析、販売強化
ス向上施策の策定・推進 等。
■業務改善担当
業務改善施策の策定・推進 等。
■育成担当

人材育成に関する業務（育成･研修計画
等） 等

○ Bフレッツ・IP電話等の営業

アウトソーシングビジネス本部

インフォスタッフ事業部

ＩＰ営業事業部

開発営業部

等） 等。
■東京サポートセンタ
センタ業務支援。

■ 盛岡116センタ・八戸116センタ・山形116センタ
注文受付、問合せ対応。

○ 116センタ運営

○料金センタ運営１１６事業部

料金事業部

営業推進部

ＮＴＴフロント営業事業本部

2

＊テルウェル東日本ＨＰを基に当社で作成。

料金事業部



資料２：「フレッツ・テレビ」のタクシー・ラッピング広告

＊埼玉県内で走行するタクシー。（当社撮影）
「ＮＴＴ東日本」、「フレッツ・テレビ」等の表示はあるが、提供主体である「㈱オプティキャスト」が明示されていない。

3



資料３：「フレッツ・テレビ」のパンフレット（１／２）

（表面）

「サービス提供事業者」及びパンフレットの発行元
が「東日本電信電話株式会社」となっているため、
「フレッツ・テレビ」の提供主体はＮＴＴ東であるとの

4

フレッツ テレビ」 提供主体は 東であると
誤解を与える。



資料３：「フレッツ・テレビ」のパンフレット（２／２）

（裏面）
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資料４：（財）日本電信電話ユーザ協会

項目 内容

設立 設立許可日 昭和５１年３月２９日 許可番号 郵官秘第２９２号設立 設立許可日：昭和５１年３月２９日 許可番号：郵官秘第２９２号

目的 この法人は、電気通信事業に関する調査、研究及び情報の収集、提供等を行う
とともに、電気通信サービスについての意見、要望等の関係機関への建議を行う
ほか、電気通信利用についての相談及び指導を行うことにより電気通信事業の一
層の発展と電気通信利用者の利便の増進をはかり、もって我が国経済社会の発
展に寄与することを目的とし、次の事業を行う。

事業内容 1. 電気通信の利用実態ならびに電気通信サービスに関する利用者の意向等に
ついての調査活動

２. 電気通信サービスについての意見、要望等の関係機関への提出
３. 電気通信関係情報の周知及び知識の普及活動ならびに機関誌の発行３. 電気通信関係情報の周知及び知識の普及活動ならびに機関誌の発行
４. 電気通信の利用に関する相談、指導及び奨励
５. 電気通信施設の従事者に対する教育、研修
６. その他、この法人の目的を達成するために必要な事業

会長／副会長 山本 惠朗／小原 暉章

会員数／職員数 会員数 会員（平成 年 月末日）／職員数 名（同左）

・小原氏は、ＮＴＴ持株、情総研等において役員経験がある模様。

会員数／職員数 会員数 94,465会員（平成20年３月末日）／職員数 69名（同左）
・地方組織として全国47都道府県に設置している支部の下、約350の地区協会
が地域に密着した活動を行っています。

スポンサー ＮＴＴ持株、ＮＴＴ東・西、ＮＴＴコム、ＮＴＴドコモ、ＮＴＴデータ、(社)日本テレマーケ
ティング協会

・各地区の事務局は、ＮＴＴ東・西の県域子会社ビル（法人営業部
等）内に設置されている。

例えば、川崎、横須賀・三浦、湘南、平塚等の地区協会は、「Ｎ
ＴＴ東日本－神奈川 法人営業部ユーザ協会担当」が所在地と
してＨＰ上でも記載されている。

主な会員特典 ・経営者のためのＩＴ活用情報誌「テレコム・フォーラム」発刊・配布
・ブロードバンドセミナー（ＮＴＴグループ各社が講師）
・旅行・宿泊割引
・ＨＰ診断、ＩＴ相談（会員価格）
・電話対応コンクール（会員価格）電話対応コンク ル（会員価格）
・パソコン研修（会員無料）

・「ＮＴＴグループ会社が提供しているサービス・商品の一部」を「会員向けに特別
価格で提供」。例えば、ＮＴＴドコモの携帯電話料金の大幅な割引、Ｂフレッツ等
の（奨励金制度による）割引、電話帳／iタウンページ広告料の割引、ぷらら（B
フレッツ対応コース等）入会初期費用の割引等。
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初期費

会費 ・年間５，０００円程度（地区により異なる）

＊（財）日本電信電話ユーザ協会ＨＰ等を基に当社で作成。 （下線部は当社で追記）



資料５： （財）日本公衆電話会（ＰＣＯＭ）

項目 内容

設立 １９７２年８月 郵政大臣の許可を得て設立された公益法人
・ＰＣＯＭ内、ＨＰ（「新年のごあいさつ」）上で、「昨年（2008年）は

月に公益法人改革関連法案が施行となり 私ども 本公衆設立 ・１９７２年８月、郵政大臣の許可を得て設立された公益法人

目的 ・公衆電話の利用者の便益増進を図る
・公衆電話の運営に関する改善向上についての調査、研究
・公衆電話受託者の啓発
・国民生活の充実に資するとともに電信電話事業の発展に寄与

12月に公益法人改革関連法案が施行となり、私ども日本公衆

電話会も当面は特例民法法人として従来の枠組みの中での事
業運営が認められておりますが、これまでにも増して『公益性』の高
い活動を展開するとともに、新制度への対応を準備することとなり
ます。」との井関会長の言葉あり。

事業内容 ・調査・研究
公衆電話の利用態様及び利用者の意向
公衆電話の管理運営及び利用環境

・受託者の啓発
・機関紙の発行

（＊）

・井関氏は、ＮＴＴ持株、ＮＴＴレゾナント、ＮＴＴソルコ等において役
員経験がある模様

機関紙 発行
・受託者の福利厚生及び相互共済
・その他目的を達成するために必要な事業

会長 井関雅夫

会員
会員数

・公衆電話受託者を会員とする。
会員 全国約９５ ０００名（平成２０年３月末現在）

（＊）・公益法人として、公衆電話の利用者の便益増進を図る等の
「公益性」の高い活動を展開することを目的としつつ、会員特典

員経験がある模様。

会員数 ・会員：全国約９５，０００名（平成２０年３月末現在）

主な会員特典 （1）会員の福利厚生と相互共済
・公衆電話機が盗難にあったときの補償金
・金庫内現金が盗難にあったときの見舞金（年1回限り）
・会員のご不幸のときの弔慰金

としては、「NTTからの新サービスのご紹介 」、「BフレッツやADSL
などインターネットサービスのお得な販売取次ぎ」等がある。（ＰＣ
ＯＭのＨＰ上にも「ＮＴＴからのお知らせ」ページが存在）

・また、イベントや機関誌等において、フレッツ光等の販売促進と
思われる内容あり。

・災害時の見舞金
・優良会員受託者に対する各種表彰

（2）会員に有効な新しいメディア情報の提供
・NTTからの新サービスのご紹介
・インターネット研修会、パソコン教室、ITセミナー等へのご参加
情報誌「 衆 んわ や「 会支部だより 等による会員相互 交流

・ＰＣＯＭ内、ＨＰ（「活動」）上で「Ｂフレッツ・ＡＤＳＬ情報取り
次ぎ本部表彰式」（平成１９年度）なるものが開催され、情
報取次において顕著な成果を収めた地域の統括本部長等
に対し、会長表彰を行ったとの情報あり。

・情報誌「公衆でんわ」や「日公会支部だより」等による会員相互の交流
（3）その他のメリット
・BフレッツやADSLなどインターネットサービスのお得な販売取次ぎ
・テレホンカードの販売指定会員へのご入会
・「テレホンカード販売代理店契約」を締結 など

（＊）

・ＮＴＴは公衆電話受託費用をＰＣＯＭ会員に支払い（一部ユニバ

に対し、会長表彰を行 たとの情報あり。

・このほか、「Ｂフレッツ契約の増進につながるラック設置取次に
貢献された方も表彰」した模様。
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会費 ・1機目年間1,200円（月100円相当） 、2機目年間 600円（月50円相当）
（なお、お支払いはNTTから支払われる公衆電話受託手数料と相殺していた
だくこととなっています）

＊（財）日本公衆電話会ＨＰ等を基に当社で作成。 （下線部は当社で追記）

基金から補填され）つつ、一方でＰＣＯＭを通じて、フレッツ光等の
販売促進活動を行っている。
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